
令和 4年度決算の概要

(1) 決算書は，学校法人日本大学が教育・研究その他の活動に，どの位の支出をしたか又，どのよ

うな収入財源を確保したかなどを明らかにしたものです。

(2) 令和 4年度決算は，令和 5年 5月 19 日の理事会で承認されました。

令和 4 年度（R4.4.1 ～ R5.3.31）決算の資金収支計算書，事業活動収支計算書，貸借対照表の概要

及び財産目録は以下のとおりです。

１　資金収支計算書の概要

資金収支計算書は，当該会計年度の教育・研究その他諸活動に対応するすべての収支内容並びに

支払資金の収支のてん末を明らかにした計算書で，企業会計におけるキャッシュ・フロー計算書に

近いものです。学校法人の資金収支計算書は，活動区分ごとの表示がなされていないなど，キャッ

シュ・フロー計算書とは異なる点もありますが，当該会計年度の支払資金の差異を表している点で

は同様です。

なお，「活動区分資金収支計算書」は，資金収支計算書を「教育活動」・「施設整備等活動」・「その

他の活動」に区分し，活動区分ごとの支払資金の収支のてん末を明らかにするものです。

令和4年度資金収支決算総額は2,655億 1,263万 3,006円になりました。予算対比での主な要因は，

以下のとおりです。

収入の部では，補助金収入が新型コロナウイルス感染症医療提供体制緊急整備事業補助金の増収に

より 42 億円の増収，受取利息・配当金収入が金利上昇及び効率的運用により 3 億円の増収，雑収入

が過年度コロナ関連補助金の受入れにより 3 億円の増収となった一方で，医療収入がコロナ禍での入

院患者の減少により 11 億円の減収，寄付金収入が創立 130 周年記念事業募金の募集活動縮小により 3

億円の減収となりました。

支出の部では，施設関係支出・設備関係支出が事業計画の見直し，工事計画の工期変更や設備導

入計画の変更により，それぞれ 43 億円，9 億円の支出減，教育研究経費支出（中科目）がエネルギー

単価高騰等による支出増が生じたものの，オーストラリアニューカッスルキャンパス運営方法の見

直し，その他の事業見直し及び中止により 29 億円の支出減，人件費支出が板橋病院での医療職員減

少により 8 億円の支出減となった一方で，管理経費支出が 10 億円の支出増となりました。



令和 4年度資金収支計算書
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収入の部

学生生徒等納付金収入（1,127 億 2,432 万 6,657 円）は，授業料，入学金，実験実習料，施設設備

資金，教育充実料，認定こども園における基本保育料・特定保育料，幼稚園における施設等利用給

付費及びその他の納付金の収入です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　下記の図は，令和 4 年 5 月 1 日現在の在籍学生生徒等数 (96,379 名）です。

学生生徒等数 (96,379 名 ) 構成図

平成 27 年度～令和 4年度　学生生徒等数の推移

（注） 各年度は，5月 1日現在の在籍者数です。



平成 30 年度～令和 4年度　学生生徒等納付金収入の推移

手数料収入（36 億 1,337 万 7,879 円）は，入学検定料，試験料，証明手数料，認定こども園にお

ける入園受入準備費及びその他の手数料の収入です。

寄付金収入（32 億 9,921 万 8,314 円）は，特別寄付金及び一般寄付金の収入です。このうち，特

別寄付金は，用途が指定された寄付金収入であり，創立 130 周年記念事業募金等が含まれます。

補助金収入（165 億 0,516 万 3,160 円）は，国庫補助金，地方公共団体補助金，学術研究推進振興

資金及び認定こども園における施設型給付費の収入です。

資産売却収入（1,022 万 0,478 円）は，土地，機器備品及び車両の売却収入です。

付随事業・収益事業収入（34 億 1,004 万 1,847 円）は，補助活動収入，附属事業収入，受託事業収入，

幼稚園における施設等利用給付費及び補足給付費の収入です。

医療収入（515 億 1,794 万 3,384 円）は，日本大学病院，医学部・歯学部・松戸歯学部の付属病院

における入院収入，外来収入及びその他の医療収入です。

受取利息・配当金収入（13 億 4,217 万 0,233 円）は，第３号基本金引当特定資産運用収入及びそ

の他の受取利息・配当金収入です。

雑収入（46 億 0,198 万 3,866 円）は，私立大学退職金財団交付金収入，施設設備利用料収入，過

年度修正収入及びその他の雑収入です。



支出の部

人件費支出（930 億 1,775 万 6,107 円）は，教員人件費，職員人件費及び退職金の支出です。

令和 4年度　本務教職員数構成図

平成 30 年度～令和 4年度　本務教職員数の推移

（注） 各年度は，5月 1日現在の在職者数です。



教育研究経費支出（680 億 2,758 万 7,979 円）は，教育・研究等の活動に要する消耗品費，光熱水

費，通信費，印刷費，修繕費及び業務委託費等の経費支出と付属病院に関係する医療経費支出です。

 

管理経費支出（83 億 1,638 万 9,214 円）は，法人業務・管理業務に伴う消耗品費，光熱水費，通信費，

印刷費，修繕費及び業務委託費等の経費支出です。

借入金等利息支出（1 億 3,586 万 7,927 円）は，日本私立学校振興・共済事業団及び市中金融機関

からの借入金に対する支払利息です。

借入金等返済支出（22 億 3,859 万円）は，日本私立学校振興・共済事業団及び市中金融機関からの

の借入金に対する返済額です。

施設関係支出（39 億 2,634 万 9,557 円）は，土地，建物，構築物及び建設仮勘定の支出です。

設備関係支出（50 億 2,000 万 3,924 円）は，教育研究用機器備品，管理用機器備品，図書，車両，

船舶 ･舟艇，教育研究用ソフトウェア ,管理用ソフトウェア及びソフトウェア仮勘定の支出です。

教育研究経費支出決算額の推移



活動区分資金収支計算書について

活動区分資金収支計算書は，資金収支計算書を「教育活動」・「施設整備等活動」・「その他の活動」

に区分し，活動区分ごとの資金の流れを明らかにするものです。　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和 4 年度決算では，教育活動資金収支差額は 272 億円の収入超過，施設整備等活動資金収支差

額は 132 億円の支出超過になり，合計は 140 億円の収入超過になりました。また，その他の活動資

金収支差額は 115 億円の支出超過となり，当年度の支払資金の増減額は 25 億円の増になりました。

　　　　　　　　　　　令和 4年度活動区分資金収支計算書



令和 4年度事業活動収支計算書

２　事業活動収支計算書の概要

事業活動収支計算書は，当該会計年度の学校法人の諸活動を「教育活動」・「教育活動以外の経常的

な活動」・「それ以外の活動」の３つの活動に区分し，活動区分ごとの事業活動収入及び事業活動支出

の内容並びに基本金組入額を含めた収支の均衡状態を示すものです。

この計算書は，企業会計の損益計算書に近いものですが，学校法人の事業活動収支計算書には，損

益計算書では計上対象とならない資本的支出が基本金組入額として計上されています。



教育活動収支差額

教育活動収支差額（86 億 5,728 万 9,086 円）は，学校法人の教育活動に係る収支状況を表し

ており，教育活動収入から教育活動支出を差し引いた額です。

教育活動外収支差額

教育活動外収支差額（12 億 0,630 万 2,306 円）は，財務活動など学校法人の教育活動以外の経常

的な活動に係る収支状況を表しており，教育活動外収入から教育活動外支出を差し引いた額です。

経常収支差額

経常収支差額（98 億 6,359 万 1,392 円）は，学校法人の経常的な活動に係る収支状況を表し

ており，教育活動収支差額と教育活動外収支差額の合計です。

特別収支差額

特別収支差額（△ 8 億 2,449 万 0,234 円）は，経常的な活動以外の臨時的な活動に係る収支状況を

表しており，特別収入から特別支出を差し引いた額です。

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入前当年度収支差額（90 億 3,910 万 1,158 円）は，経常収支差額と特別収支差額の

合計です。

基本金組入前当年度収支差額の構成



基本金組入額

基本金組入額は，学校法人の永続的維持に必要な資産を継続的に保持するために，維持すべきもの

として組入れた金額です。

基本金には，第１号基本金から第４号基本金まで，４種類の基本金があります。

第１号基本金は，施設設備の整備拡充のために支出した金額であり，当年度組入れは 58 億円となり

ました。

第２号基本金は，施設設備を取得するために，事前に組入れた金額であり，当年度は新たに 4 億円

の組入れとなりました。

第３号基本金は，教育・研究活動の維持向上を目的とした教育研究基金，奨学基金等の設定であり，

当年度は 1億円の組入れとなりました。

第４号基本金は，恒常的な資金の維持のための設定であり，当年度は組入れを行いませんでした。

当年度収支差額

当年度収支差額（27 億 5,914 万 5,489 円）は，基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を差

し引いた額です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



貸借対照表

(令和 5年 3月 31 日 )

３　貸借対照表の概要

貸借対照表は，令和 5年 3月 31 日の財政状態を示す計算書で，学校法人の資産と負債・純資産の状

況を表しています。学校法人会計には，企業会計の資本金という概念はなく，基本金として組入れて

いる金額と当該年度までの事業活動収支計算書の結果である繰越収支差額が，貸借対照表の貸方に計

上されています。



貸借対照表構成比率の推移



４　財産目録

　財産目録は，令和 5年 3月 31 日の基本財産，運用財産，負債額を示しています。

注　記　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

   本財務諸表は，会計処理に関しては学校法人会計基準（昭和 46 年文部省令第 18 号）に準拠し，表示及び開示に関しては文部科学省通知（私

  立学校法第 47条の規定に基づき公開される財務情報の様式参考例を定めた 16文科高第 304号，25文科高第 616号及び元文科高第 518号）

  に基づいて作成されている。


